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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、オニウム－アニオン塩（Ｂ１）、アルカリ金属塩
（Ｂ２）およびチオール系シランカップリング剤（Ｃ１）を含有し、
　前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）のアニオン成分は、下記一般式（１）～（４）、
（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、で表わされるものであり、
　前記アルカリ金属塩（Ｂ２）のアニオン部は、下記一般式（１）～（４）、
（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、で表わされるものであり、
　前記アルカリ金属塩（Ｂ２）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部
に対して、０．４～３．５重量部含有し、
　前記アルカリ金属塩（Ｂ２）とオニウム－アニオン塩（Ｂ１）の重量比（Ｂ２／Ｂ１）
が、１．２～４であることを特徴とする、偏光フィルム用粘着剤組成物。
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【請求項２】
　前記チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（
Ａ）１００重量部に対して、０．００１～５重量部であることを特徴とする請求項１に記
載の偏光フィルム用粘着剤組成物。
【請求項３】
　前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００
重量部に対して、０．１～１．５重量部であることを特徴とする請求項１又は２記載の偏
光フィルム用粘着剤組成物。
【請求項４】
　さらに、架橋剤（Ｄ）を含有することを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の偏
光フィルム用粘着剤組成物。
【請求項５】
　前記架橋剤（Ｄ）は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．
０１～２０重量部含有することを特徴とする請求項４に記載の偏光フィルム用粘着剤組成
物。
【請求項６】
　前記架橋剤（Ｄ）が、イソシアネート系化合物、及び過酸化物からなる群から選択され
る少なくとも１種の架橋剤であることを特徴とする請求項４又は５に記載の偏光フィルム
用粘着剤組成物。
【請求項７】
　さらに、アセトアセチル基含有シランカップリング剤（Ｃ２）を含有することを特徴と
する請求項１～６のいずれかに記載の偏光フィルム用粘着剤組成物。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれかに記載の偏光フィルム用粘着剤組成物から形成されることを特
徴とする偏光フィルム用粘着剤層。
【請求項９】
　偏光フィルムと、当該偏光フィルムに設けられた粘着剤層を有する粘着剤層付偏光フィ
ルムであって、
　前記偏光フィルムは、偏光子の片側にのみ透明保護フィルムを有し、前記粘着剤層は、
前記偏光子の前記透明保護フィルムを有さない面に設けられており、かつ、
　前記粘着剤層が、請求項８に記載の偏光フィルム用粘着剤層であることを特徴とする粘
着剤層付偏光フィルム。
【請求項１０】
　前記偏光子の厚みが１０μｍ以下であることを特徴とする請求項９に記載の粘着剤層付
偏光フィルム。
【請求項１１】
　請求項９又は１０に記載の粘着剤層付偏光フィルムを少なくとも１つ用いたことを特徴
とする画像表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光フィルム用粘着剤組成物、当該偏光フィルム用粘着剤組成物から形成さ
れる偏光フィルム用粘着剤層、及び前記偏光フィルム用粘着剤層を用いた粘着剤層付偏光
フィルムに関する。さらには、本発明は、前記粘着剤層付偏光フィルムを用いた、液晶表
示装置、有機ＥＬ表示装置、ＰＤＰ等の画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置等は、その画像形成方式から液晶セルの両側に偏光素子を配置することが
必要不可欠であり、一般的には偏光フィルムが貼着されている。前記偏光フィルムを液晶
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セルに貼着する際には、通常、光の損失を低減するため、それぞれの材料は粘着剤を用い
て密着されている。このような場合に、偏光フィルムを固着させるのに乾燥工程を必要と
しないこと等のメリットを有することから、粘着剤は、偏光フィルムの片側に予め粘着剤
層として設けられた粘着剤層付偏光フィルムが一般的に用いられる。粘着剤層付偏光フィ
ルムの粘着剤層には、通常、離型フィルムが貼り付けられている。
【０００３】
　液晶表示装置の製造時、前記粘着剤層付偏光フィルムを液晶セルに貼り付ける際には、
粘着剤層付偏光フィルムの粘着剤層から離型フィルムを剥離するが、当該離型フィルムの
剥離により静電気が発生する。このようにして発生した静電気は、液晶表示装置内部の液
晶の配向に影響を与え、不良を招くようになる。例えば、液晶表示装置の使用時の静電気
によって、黒表示の際に白色ムラが発生した場合、その白色ムラが、数分間は消えないと
いう現象が発生して、画面の表示特性が劣化するという問題点を有していた。またテレビ
等に実装した後であっても、バックライトと偏光板が擦れた時に発生する静電気が原因で
、同様の白色ムラが発生する場合があった。
【０００４】
　静電気の発生は、例えば、偏光フィルムの外面に帯電防止層を形成することにより抑え
ることができるが、その効果は少なく、静電気発生を根本的に防止できないという問題点
がある。そのため、静電気発生の根本的な位置で発生を抑えるためには、粘着剤層に帯電
防止機能を付与することが求められる。粘着剤層に帯電防止機能を付与する手段として、
例えば、粘着剤層を形成する粘着剤に、イオン性化合物を配合することが提案されている
（例えば、特許文献１又は２参照）。特許文献１では、粘着剤層を形成する粘着剤に、イ
オン性液体、アルカリ金属塩を帯電防止剤として用いることで、帯電防止性に優れること
が記載されている。特許文献２では、イオン性化合物として、オニウム－アニオン塩に加
え、アルカリ金属塩を併用することで、厳しい条件下の加湿試験後においても、帯電防止
機能と耐久性を維持できることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－１５２２３５号公報
【特許文献２】特開２０１４－４８４９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従来から問題とされていた静電気は、比較的小さいものであり、従来の帯電防止機能を
有する粘着剤層を用いることで、白色ムラが数秒で消失するため問題とはならなかった。
しかしながら、発生する静電気が大きい場合、従来の帯電防止機能を有する粘着剤層では
発生した電荷を十分に中和することができないため、白色ムラを短時間で消失することが
できない場合があった。この場合、画面上に白色ムラが存在し、いわゆる「白抜け」と呼
ばれるムラが発生してしまう。前記特許文献１、２に記載のイオン性化合物を含有する粘
着剤組成物では、イオン性化合物とアルカリ金属塩の添加量が十分に制御されていないた
め、発生する静電気が大きい場合に白抜けが発生する場合もあり、帯電防止機能の点でさ
らなる検討の余地があった。
【０００７】
　前述のように発生する静電気が大きい場合、粘着剤に高い帯電防止機能性を付与するこ
とで発生した白色ムラを短時間で消失できる。粘着剤に高い帯電防止機能性を付与する方
法としては、導電剤量を多くする方法が考えられる。しかしながら、単に導電剤の量を多
くすると、粘着剤中で結晶化が起こってしまい外観不良が発生してしまう場合があった。
また、導電剤の量を多くすると、被着体界面付近に導電剤が偏析し、その結果、ハガレが
生じる可能性があった（すなわち、信頼性や耐久性に劣る）。そのため高い帯電防止機能
と信頼性を両立できる粘着剤層が切望されていた。
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【０００８】
　本発明は、大きな静電気が発生した場合であっても、発生した白色ムラを短時間で消失
することができ、厳しい条件下の加熱加湿試験後においても耐久性を満足することができ
、かつ、優れた外観を有する粘着剤層を形成することができる偏光フィルム用粘着剤組成
物を提供することを目的とする。また、本発明は、前記粘着剤組成物から形成される粘着
剤層、当該粘着剤層を用いた粘着剤層付偏光フィルム、及び当該粘着剤層付偏光フィルム
を用いた画像表示装置を提供することも目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記偏光フィルム用粘着剤
組成物を見出し、本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、オニウム－アニオン塩（Ｂ
１）、アルカリ金属塩（Ｂ２）を含有し、
　前記アルカリ金属塩（Ｂ２）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部
に対して、０．４～３．５重量部含有し、
　前記アルカリ金属塩（Ｂ２）とオニウム－アニオン塩（Ｂ１）の重量比（Ｂ２／Ｂ１）
が、１．２～４であることを特徴とする、偏光フィルム用粘着剤組成物に関する。
【００１１】
　本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物に、さらに、チオール系シランカップリング剤（
Ｃ１）を含むことが好ましい。
【００１２】
　前記チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（
Ａ）１００重量部に対して、０．００１～５重量部であることが好ましい。
【００１３】
　前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００
重量部に対して、０．１～１．５重量部であることが好ましい。
【００１４】
　本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物に、さらに、架橋剤（Ｄ）を含有することが好ま
しい。
【００１５】
　前記架橋剤（Ｄ）は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．
０１～２０重量部含有することが好ましい。
【００１６】
　前記架橋剤（Ｄ）が、イソシアネート系化合物、及び過酸化物からなる群から選択され
る少なくとも１種の架橋剤であることが好ましい。
【００１７】
　本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物に、さらに、アセトアセチル基含有シランカップ
リング剤（Ｃ２）を含有することが好ましい。
【００１８】
　また、本発明は、前記偏光フィルム用粘着剤組成物から形成されることを特徴とする偏
光フィルム用粘着剤層に関する。
【００１９】
　また、本発明は、偏光フィルムと、当該偏光フィルムに設けられた粘着剤層を有する粘
着剤層付偏光フィルムであって、
　前記偏光フィルムは、偏光子の片側にのみ透明保護フィルムを有し、前記粘着剤層は、
前記偏光子の前記透明保護フィルムを有さない面に設けられており、かつ、
　前記粘着剤層が、前記偏光フィルム用粘着剤層であることを特徴とする粘着剤層付偏光
フィルムに関する。
【００２０】
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　前記偏光子の厚みが１０μｍ以下であることが好ましい。
【００２１】
　さらに、本発明は、前記粘着剤層付偏光フィルムを少なくとも１つ用いたことを特徴と
する画像表示装置に関する。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、オニウ
ム－アニオン塩（Ｂ１）、及びアルカリ金属塩（Ｂ２）を含有し、かつ、前記オニウム－
アニオン塩（Ｂ１）とアルカリ金属塩（Ｂ２）の添加量を特定の範囲とすることで、大き
な静電気が発生した場合であっても、発生した白色ムラを短時間で消失することができ、
厳しい条件下の加熱加湿試験後においても耐久性を満足することができ、かつ、優れた外
観を有する粘着剤層を形成することができる。
【００２３】
　また、本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物から形成された粘着剤層、及び当該粘着剤
層を含む粘着剤層付偏光フィルムは、優れた帯電防止機能及び耐久性を満足するものであ
る。また、本発明の粘着剤層付偏光フィルムを有する画像表示装置は、白色ムラ（白抜け
）の発生を抑制することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　１．偏光フィルム用粘着剤組成物
　本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、オニウ
ム－アニオン塩（Ｂ１）、アルカリ金属塩（Ｂ２）を含有し、
　前記アルカリ金属塩（Ｂ２）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部
に対して、０．４～３．５重量部含有し、
　前記アルカリ金属塩（Ｂ２）とオニウム－アニオン塩（Ｂ１）の重量比（Ｂ２／Ｂ１）
が、１．２～４であることを特徴とする。以下、本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物の
組成について詳細に説明する。
【００２５】
　（１）（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）
　本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物は、ベースポリマーとして（メタ）アクリル系ポ
リマー（Ａ）を含む。（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）は、通常、モノマー単位として
、アルキル（メタ）アクリレートを主成分として含有する。なお、（メタ）アクリレート
は、アクリレート及び／又はメタクリレートをいい、本発明の（メタ）とは同様の意味で
ある。
【００２６】
　（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の主骨格を構成する、アルキル（メタ）アクリレー
トとしては、炭素数１～１８の直鎖状又は分岐鎖状のアルキル基を有するものを例示でき
る。例えば、前記アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル
基、ブチル基、イソブチル基、アミル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、
２－エチルヘキシル基、イソオクチル基、ノニル基、デシル基、イソデシル基、ドデシル
基、イソミリスチル基、ラウリル基、トリデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、
ヘプタデシル基、オクタデシル基等を例示できる。これらは単独であるいは組み合わせて
使用することができる。
【００２７】
　前記アルキル（メタ）アクリレートは、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）を構成する
全モノマー中の主成分とするものである。ここで、主成分とは、（メタ）アクリル系ポリ
マー（Ａ）を構成する全モノマー中、アルキル（メタ）アクリレートが８０～１００重量
％程度であることをいい、８５～９９．９重量％程度が好ましく、９０～９９．９重量％
程度がより好ましい。
【００２８】
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　前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）中には、接着性や耐熱性の改善を目的に、（メ
タ）アクリロイル基又はビニル基等の不飽和二重結合を有する重合性の官能基を有する、
１種類以上の共重合モノマーを共重合により導入することができる。そのような共重合モ
ノマーの具体例としては、例えば、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）
アクリル酸３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ
）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、(
メタ)アクリル酸１０－ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸１２－ヒドロキシラウリ
ルや（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）－メチルアクリレート等のヒドロキシル基
含有モノマー；（メタ）アクリル酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレート、カルボキ
シペンチル(メタ)アクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フマール酸、クロトン酸等の
カルボキシル基含有モノマー；無水マレイン酸、無水イタコン酸等の酸無水物基含有モノ
マー；アクリル酸のカプロラクトン付加物；スチレンスルホン酸やアリルスルホン酸、２
－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプ
ロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロイルオキシ
ナフタレンスルホン酸等のスルホン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシエチルアクリロイ
ルホスフェート等の燐酸基含有モノマー等が挙げられる。
【００２９】
　また、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチ
ル（メタ）アクリルアミドやＮ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプ
ロパン（メタ）アクリルアミド等の（Ｎ－置換）アミド系モノマー；（メタ）アクリル酸
アミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸
ｔ－ブチルアミノエチル等の（メタ）アクリル酸アルキルアミノアルキル系モノマー；（
メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチル等の（メタ）アク
リル酸アルコキシアルキル系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレンスクシ
ンイミドやＮ－（メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド、Ｎ－
（メタ）アクリロイル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミド、Ｎ－アクリロイルモ
ルホリン等のスクシンイミド系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイミドやＮ－イソプロ
ピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミドやＮ－フェニルマレイミド等のマレイミド系モ
ノマー；Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイ
ミド、Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコンイミド、Ｎ－シク
ロヘキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等のイタコンイミド系モノマー
、等も改質目的のモノマー例として挙げられる。
【００３０】
　さらに改質モノマーとして、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、Ｎ－ビニルピロリドン
、メチルビニルピロリドン、ビニルピリジン、ビニルピペリドン、ビニルピリミジン、ビ
ニルピペラジン、ビニルピラジン、ビニルピロール、ビニルイミダゾール、ビニルオキサ
ゾール、ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類、スチレン、α－メチルスチ
レン、Ｎ－ビニルカプロラクタム等のビニル系モノマー；アクリロニトリル、メタクリロ
ニトリル等のシアノアクリレート系モノマー；（メタ）アクリル酸グリシジル等のエポキ
シ基含有アクリル系モノマー；（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコール、（メタ）ア
クリル酸ポリプロピレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシエチレングリコール、
（メタ）アクリル酸メトキシポリプロピレングリコール等のグリコール系アクリルエステ
ルモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、フッ素（メタ）アクリレート
、シリコーン（メタ）アクリレートや２－メトキシエチルアクリレート等のアクリル酸エ
ステル系モノマー等も使用することができる。さらには、イソプレン、ブタジエン、イソ
ブチレン、ビニルエーテル等が挙げられる。
【００３１】
　さらに、上記以外の共重合可能なモノマーとして、ケイ素原子を含有するシラン系モノ
マー等が挙げられる。シラン系モノマーとしては、例えば、３－アクリロキシプロピルト
リエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、４－ビニル
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ブチルトリメトキシシラン、４－ビニルブチルトリエトキシシラン、８－ビニルオクチル
トリメトキシシラン、８－ビニルオクチルトリエトキシシラン、１０－メタクリロイルオ
キシデシルトリメトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシルトリメトキシシラン、
１０－メタクリロイルオキシデシルトリエトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシ
ルトリエトキシシラン等が挙げられる。
【００３２】
　また、共重合モノマーとしては、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、
テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ
）アクリレート、ビスフェノールＡジグリシジルエーテルジ（メタ）アクリレート、ネオ
ペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリト
ールヘキサ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸と多価アルコールとのエステル
化物等の（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上有する多官能
性モノマーや、ポリエステル、エポキシ、ウレタン等の骨格にモノマー成分と同様の官能
基として（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上付加したポリ
エステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アク
リレート等を用いることもできる。
【００３３】
　前記共重合モノマーの割合は、特に制限されないが、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ
）を構成する全モノマー中、０～２０重量％程度であり、０．１～１５重量％程度が好ま
しく、０．１～１０重量％程度がより好ましい。
【００３４】
　これら共重合モノマーの中でも、接着性、耐久性の点から、ヒドロキシル基含有モノマ
ー、カルボキシル基含有モノマーが好ましく用いられる。ヒドロキシル基含有モノマー及
びカルボキシル基含有モノマーは併用することができる。これら共重合モノマーは、粘着
剤組成物が架橋剤を含有する場合に、架橋剤との反応点になる。ヒドロキシル基含有モノ
マー、カルボキシル基含有モノマー等は分子間架橋剤との反応性に富むため、得られる粘
着剤層の凝集性や耐熱性の向上のために好ましく用いられる。
【００３５】
　共重合モノマーとして、ヒドロキシル基含有モノマーを含有する場合、その割合は、０
．０１～１５重量％が好ましく、０．０３～１０重量％がより好ましく、さらには０．０
５～７重量％が好ましい。共重合モノマーとして、カルボキシル基含有モノマーを含有す
る場合、その割合は、１０重量％以下が好ましく、０．０５～１０重量％がより好ましく
、０．１～８重量％がさらに好ましく、０．２～６重量％が特に好ましい。
【００３６】
　本発明の（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）は、通常、重量平均分子量が５０万～３０
０万の範囲のものが用いられる。耐久性、特に耐熱性を考慮すれば、重量平均分子量は７
０万～２７０万であるものを用いることが好ましい。さらには８０万～２５０万であるこ
とが好ましい。重量平均分子量が５０万よりも小さいと、耐熱性の点で好ましくない。ま
た、重量平均分子量が３００万よりも大きくなると、塗工するための粘度に調整するため
に多量の希釈溶剤が必要となり、コストアップとなることから好ましくない。なお、重量
平均分子量は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー）により測定し、
ポリスチレン換算により算出された値をいう。
【００３７】
　このような（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の製造は、溶液重合、塊状重合、乳化重
合、各種ラジカル重合等の公知の製造方法を適宜選択できる。また、得られる（メタ）ア
クリル系ポリマー（Ａ）は、ランダム共重合体、ブロック共重合体、グラフト共重合体等
いずれでもよい。
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【００３８】
　なお、溶液重合においては、重合溶媒として、例えば、酢酸エチル、トルエン等が用い
られる。具体的な溶液重合例としては、反応は窒素等の不活性ガス気流下で、重合開始剤
を加え、通常、５０～７０℃程度で、５～３０時間程度の反応条件で行われる。
【００３９】
　ラジカル重合に用いられる重合開始剤、連鎖移動剤、乳化剤等は特に限定されず適宜選
択して使用することができる。なお、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の重量平均分子
量は、重合開始剤、連鎖移動剤の使用量、反応条件により制御可能であり、これらの種類
に応じて適宜のその使用量が調整される。
【００４０】
　重合開始剤としては、例えば、２，２´－アゾビスイソブチロニトリル、２，２´－ア
ゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロライド、２，２´－アゾビス［２－（５－
メチル－２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジヒドロクロライド、２，２´－アゾ
ビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、２，２´－アゾビス（Ｎ，Ｎ´－ジメ
チレンイソブチルアミジン）、２，２´－アゾビス［Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２
－メチルプロピオンアミジン］ハイドレート（商品名：ＶＡ－０５７、和光純薬工業（株
）製）等のアゾ系開始剤、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム等の過硫酸塩、ジ（２－
エチルヘキシル）パーオキシジカーボネート、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パー
オキシジカーボネート、ジ－ｓｅｃ－ブチルパーオキシジカーボネート、ｔ－ブチルパー
オキシネオデカノエート、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシピ
バレート、ジラウロイルパーオキシド、ジ－ｎ－オクタノイルパーオキシド、１，１，３
，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ジ（４－メチルベン
ゾイル）パーオキシド、ジベンゾイルパーオキシド、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレー
ト、１，１－ジ（ｔ－ヘキシルパーオキシ）シクロヘキサン、ｔ－ブチルハイドロパーオ
キシド、過酸化水素等の過酸化物系開始剤、過硫酸塩と亜硫酸水素ナトリウムの組み合わ
せ、過酸化物とアスコルビン酸ナトリウムの組み合わせ等の過酸化物と還元剤とを組み合
わせたレドックス系開始剤等を挙げることができるが、これらに限定されるものではない
。
【００４１】
　前記重合開始剤は、単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよいが
、全体としての含有量はモノマー１００重量部に対して、０．００５～１重量部程度であ
ることが好ましく、０．０２～０．５重量部程度であることがより好ましい。
【００４２】
　なお、重合開始剤として、例えば、２，２´－アゾビスイソブチロニトリルを用いて、
前記重量平均分子量の（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）を製造するには、重合開始剤の
使用量は、モノマー成分の全量１００重量部に対して、０．０６～０．２重量部程度とす
るのが好ましく、０．０８～０．１７５重量部程度とするのがより好ましい。
【００４３】
　また、連鎖移動剤、乳化剤等は、従来公知のものを適宜用いることができる。それらの
添加量についても、本発明の効果を損なわない範囲で適宜決定することができる。
【００４４】
　（２）オニウム－アニオン塩（Ｂ１）
　前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）は「イオン性化合物」に係り、イオン性液体、イオ
ン性固体とも言われる。前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）は、カチオン成分とアニオン
成分とから構成されている、カチオン－アニオン塩に係る。本発明では、当該カチオン－
アニオン塩の中でも、カチオンがオニウムである、オニウム－アニオン塩を用いる。
【００４５】
　＜アニオン成分＞
　アニオン成分としては、例えば、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＡｌＣｌ４

－、Ａｌ２Ｃｌ７
－、ＢＦ４

－、ＰＦ６
－、ＣｌＯ４

－、ＮＯ３
－、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯＯ－、Ｃ
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Ｈ３ＳＯ３
－、ＣＦ３ＳＯ３

－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－、Ｎ
ｂＦ６

－、ＴａＦ６
－、（ＣＮ）２Ｎ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（ＣＦ

３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３
－、や下記一般式（１）～

（４）、
（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、
で表わされるもの等が用いられる。なかでも特に、フッ素原子を含むアニオン成分は、イ
オン解離性の良いイオン化合物が得られることから好ましく用いられる。特に、アニオン
成分は、フッ素含有イミドアニオンが好ましい。
【００４６】
　≪フッ素含有イミドアニオン≫
　前記フッ素含有イミドアニオンとしては、例えば、ペルフルオロアルキル基を有するイ
ミドアニオンを例示できる。
　具体的には、前記例示のアニオン成分の中の、（ＣＦ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、
や前記一般式（１）、（２）、（４）、
（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは１～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、
で表わされるもの等が用いられる。これらフッ素含有イミドアニオンは、イオン解離性の
良いイオン性化合物が得られることから好ましく用いられる。また、前記フッ素含有イミ
ドアニオンは、炭素数１～４のフッ化アルキル基又はフッ化アルキレン基を有するものが
、表面抵抗値を小さく制御でき静電気ムラを抑えるうえで好ましい。前記フッ素含有イミ
ドアニオンとしては、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ－、等の前記一
般式（１）で表わされる、（ペルフルオロアルキルスルホニル）イミドが好ましく、特に
（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、で表わされる（トリフルオロメタンスルホニル）イミドが好ま
しい。
【００４７】
　＜オニウム＞
　前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）におけるカチオン部を構成するオニウムとしては、
オニウムイオンになる原子がプロトン化したものである。また、本発明のオニウムは、二
重結合、三重結合等の不飽和結合によってオニウム塩を形成していないものが好ましい。
すなわち、本発明のオニウムとしては、有機基等による置換によってオニウムイオンを形
成した有機オニウムが好ましい。
【００４８】
　また、前記有機オニウムにおける有機基としては、アルキル基、アルコキシル基、アル
ケニル基等を例示できる。これらの中でも、不飽和結合を有しないものが好ましい。アル
キル基の炭素数は例えば、１～１２から選択することができるが、好ましくは１～８であ
り、さらに好ましくは１～４である。有機オニウムとしては、全ての置換基が、炭素数１
～４のアルキル基を有するアルキルオニウムであることが好ましい。アルキル基は直鎖又
は分岐鎖を用いることができるが、直鎖が好ましい。また、有機オニウムが環状構造を有
する場合は、オニウムが５員環もしくは６員環を有し、その他の置換基が、炭素数１～４
のアルキル基であることが好ましい。
【００４９】
　前記オニウムとしては、特に制限はないが、例えば、含窒素オニウム、含硫黄オニウム
、含リンオニウム等が挙げられる。これらの中でも含窒素オニウム、含硫黄オニウムが好
ましい。
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【００５０】
　含窒素オニウムとしては、アンモニウムカチオン、ピペリジニウムカチオン、ピロリジ
ニウムカチオン、ピリジニウムカチオン、ピロリン骨格を有するカチオン、ピロール骨格
を有するカチオン、イミダゾリウムカチオン、テトラヒドロピリミジニウムカチオン、ジ
ヒドロピリミジニウムカチオン、ピラゾリウムカチオン、ピラゾリニウムカチオン、等が
挙げられる。これらの中でも、アンモニウムカチオン、ピペリジニウムカチオン、ピロリ
ジニウムカチオンが好ましく、特に、ピロリジニウムが好ましい。具体的な含窒素オニウ
ムとしては、テトラアルキルアンモニウムカチオン、アルキルピペリジニウムカチオン、
アルキルピロリジニウムカチオンが好ましい。
【００５１】
　含硫黄オニウムとしは、スルホニウムカチオン等が挙げられる。また含リンオニウムと
しては、ホスホニウムカチオン等が挙げられる。
【００５２】
　前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）は、上記オニウム成分とアニオン成分との組み合わ
せからなる化合物が適宜選択して用いられる。本発明では、当該オニウム－アニオン塩（
Ｂ１）の中でも、アニオンがフッ素含有イミドアニオンである、オニウム－フッ素含有イ
ミドアニオン塩が好ましい。
【００５３】
　オニウム－フッ素含有イミドアニオン塩の具体例としては、上記オニウム成分とフッ素
含有イミドアニオン成分との組み合わせからなる化合物が適宜選択して用いられ、含窒素
オニウム塩、含硫黄オニウム塩及び含リンオニウム塩から選ばれるいずれか少なくとも１
種が好適に用いられる。さらには、アンモニウム塩、ピロリジニウム塩、ピペリジニウム
塩及びスルホニウム塩から選ばれるいずれか少なくとも１種が好適に用いられる。
【００５４】
　例えば、１－ブチル－３－メチルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、１－ブチル－３－メチルピリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）
イミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル
）イミド、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル
）イミド、１，２－ジメチル－３－プロピルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、テトラヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、ジアリルジメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
ジアリルジメチルアンモニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ
－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムビス（トリフルオロ
メタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル
）アンモニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、グリシジルトリメチル
アンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、グリシジルトリメチルアン
モニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチ
ル－Ｎ－プロピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－
ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロ
メタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－へキシルアンモニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ヘ
プチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－
Ｎ－エチル－Ｎ－ノニルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチル－Ｎ，Ｎ－ジプロピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル
）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ブチルアンモニウムビス（トリフルオ
ロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－
Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメ
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チル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロ
メタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ペンチル－Ｎ－
ヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル
－Ｎ，Ｎ－ジヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリ
メチルヘプチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジ
エチル－Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロ
メタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－
ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルプロピ
ルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルペンチルアン
モニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルヘプチルアンモニウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－メチル－Ｎ
－エチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピ
ル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－ブチル－Ｎ－へキシルアンモニウムビス（トリフルオロメ
タンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ，Ｎ－ジヘキシルアンモニウムビス（
トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチル
アンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メ
チル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリオ
クチルメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ－メチル－
Ｎ－エチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、等が挙げられる。これらの市販品として、例えば、「ＣＩＬ－３１４」（
日本カーリット（株）製）、「ＩＬＡ２－１」（広栄化学工業（株）製）等が使用可能で
ある。
【００５５】
　また、例えば、テトラメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、トリメチルエチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリ
メチルブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルペ
ンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルヘプチル
アンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルオクチルアンモ
ニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、テトラエチルアンモニウムビス（
トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルブチルアンモニウムビス（トリフル
オロメタンスルホニル）イミド、テトラブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、テトラヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、等が挙げられる。
【００５６】
　また、例えば、１－ジメチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イ
ミド、１－メチル－１－エチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イ
ミド、１－メチル－１－プロピルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、１－メチル－１－ブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、１－メチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル
）イミド、１－メチル－１－ヘキシルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）イミド、１－メチル－１－へプチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、１－エチル－１－プロピルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、１－エチル－１－ブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、１－エチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、１－エチル－１－へキシルピロリジニウムビス（トリフルオロメタン
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スルホニル）イミド、１－エチル－１－へプチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタ
ンスルホニル）イミド、１，１－ジプロピルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、１－プロピル－１－ブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１，１－ジブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、１－プロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、１－ペンチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１，１
－ジメチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル－
１－エチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル－
１―プロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル
－１－ブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル
－１－ペンチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチ
ル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メ
チル－１－へプチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－
エチル－１－プロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１
－エチル－１－ブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１
－エチル－１－ペンチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
１－エチル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド
、１―エチル－１－ヘプチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、１，１－ジプロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
１－プロピル－１－ブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド
、１，１－ジブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１，
１－ジメチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－メチ
ル－１－エチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－メ
チル－１－プロピルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１
－メチル－１―ブチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、
１－メチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミ
ド、１－メチル－１－ヘキシルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）
イミド、１－メチル－１―へプチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニ
ル）イミド、１－エチル－１－プロピルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１－エチル－１－ブチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンス
ルホニル）イミド、１－エチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタ
ンスルホニル）イミド、１－エチル－１－ヘキシルピロリジニウムビス（ペンタフルオロ
エタンスルホニル）イミド、１－エチル－１－へプチルピロリジニウムビス（ペンタフル
オロエタンスルホニル）イミド、１，１－ジプロピルピロリジニウムビス（ペンタフルオ
ロエタンスルホニル）イミド、１―プロピル－１－ブチルピロリジニウムビス（ペンタフ
ルオロエタンスルホニル）イミド、１，１－ジブチルピロリジニウムビス（ペンタフルオ
ロエタンスルホニル）イミド、１－プロピルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタン
スルホニル）イミド、１－ペンチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニ
ル）イミド、１，１－ジメチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）
イミド、１－メチル‐１－エチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル
）イミド、１－メチル－１－プロピルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホ
ニル）イミド、１－メチル－１－ブチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１－メチル－１－ペンチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタン
スルホニル）イミド、１－メチル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエ
タンスルホニル）イミド、1－メチル－1へプチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエ
タンスルホニル）イミド、１－エチル－１－プロピルピペリジニウムビス（ペンタフルオ
ロエタンスルホニル）イミド、１－エチル－１－ヘプチルピペリジニウムビス（ペンタフ
ルオロエタンスルホニル）イミド，１－エチル－１－ペンチルピペリジニウムビス（ペン
タフルオロエタンスルホニル）イミド、１－エチル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（
ペンタフルオロエタンスルポニル）イミド、１－エチル－１－へプチルピペリジニウムビ
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ス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－プロピル－１－ブチルピペリジニウ
ムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１，１－ジプロピルピペリジニウム
ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、1，１―ジブチルピペリジニウムビス
（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルピペリジニウム
ビス(トリフルオロメタンスルホニル)イミド等が挙げられる。
【００５７】
　また、上記化合物のオニウム成分の代わりに、トリメチルスルホニウムカチオン、トリ
エチルスルホニウムカチオン、トリブチルスルホニウムカチオン、トリヘキシルスルホニ
ウムカチオン、ジエチルメチルスルホニウムカチオン、ジブチルエチルスルホニウムカチ
オン、ジメチルデシルスルホニウムカチオン、テトラメチルホスホニウムカチオン、テト
ラエチルホスホニウムカチオン、テトラブチルホスホニウムカチオン、テトラヘキシルホ
スホニウムカチオンを用いた化合物等が挙げられる。
【００５８】
　また、上記のビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドの代わりに、ビス（ペンタ
フルオロスルホニル）イミド、ビス（ヘプタフルオロプロパンスルホニル）イミド、ビス
（ノナフルオロブタンスルホニル）イミド、トリフルオロメタンスルホニルノナフルオロ
ブタンスルホニルイミド、ヘプタフルオロプロパンスルホニルトリフルオロメタンスルホ
ニルイミド、ペンタフルオロエタンスルホニルノナフルオロブタンスルホニルイミド、シ
クロ－ヘキサフルオロプロパン－１，３－ビス（スルホニル）イミドアニオン等を用いた
化合物等が挙げられる。
【００５９】
　オニウム－フッ素含有イミドアニオン塩以外のオニウム－アニオン塩（Ｂ１）としては
、上記オニウム成分とフッ素含有イミドアニオン塩以外のアニオン成分との組み合わせか
らなる化合物が適宜選択して用いられる。例えば、１－ブチルピリジニウムテトラフルオ
ロボレート、１－ブチルピリジニウムヘキサフルオロホスフェート、１－ブチル－３－メ
チルピリジニウムテトラフルオロボレート、１－ブチル－３－メチルピリジニウムトリフ
ルオロメタンスルホネート、１－へキシルピリジニウムテトラフルオロボレート、２－メ
チル－１－ピロリンテトラフルオロボレート、１－エチル－２－フェニルインドールテト
ラフルオロボレート、１，２－ジメチルインドールテトラフルオロボレート、１－エチル
カルバゾールテトラフルオロボレート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムテトラフ
ルオロボレート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムアセテート、１－エチル－３－
メチルイミダゾリウムトリフルオロアセテート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウム
ヘプタフルオロブチレート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタン
スルホネート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムペルフルオロブタンスルホネート
、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムジシアナミド、１－エチル－３－メチルイミダ
ゾリウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）メチド、１－ブチル－３－メチルイミ
ダゾリウムテトラフルオロボレート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフル
オロホスフェート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロアセテート、１
－ブチル－３－メチルイミダゾリウムヘプタフルオロブチレート、１－ブチル－３－メチ
ルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリ
ウムペルフルオロブタンスルホネート、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムブロミ
ド、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムクロライド、１－へキシル－３－メチルイ
ミダゾリウムテトラフルオロボレート、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムヘキサ
フルオロホスフェート、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンス
ルホネート、１－オクチル－３－メチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、１－オ
クチル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート、１－へキシル－２，３
－ジメチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、１－メチルピラゾリウムテトラフル
オロボレート、３－メチルピラゾリウムテトラフルオロボレート、ジアリルジメチルアン
モニウムテトラフルオロボレート、ジアリルジメチルアンモニウムトリフルオロメタンス
ルホネート、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウム
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テトラフルオロボレート、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）
アンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、１－ブチルピリジニウム（トリフルオロ
メタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－ブチル－３－メチルピリジニウム（
トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－エチル－３－メチルイ
ミダゾリウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
エチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウム（トリフルオロメタンス
ルホニル）トリフルオロアセトアミド、ジアリルジメチルアンモニウム（トリフルオロメ
タンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、グリシジルトリメチルアンモニウム（トリ
フルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－ブチル－３メチルピリジン
－１－イウムトリフルオロメタンスルホナート等が挙げられる。
【００６０】
　本発明においては、上記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）を１種単独で、又は２種以上を
混合して用いることができる。また、これらの中でも、１－メチル－１－エチルピロリジ
ニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドが好ましい。
【００６１】
　本発明の粘着剤組成物におけるオニウム－アニオン塩（Ｂ１）の割合は、（メタ）アク
リル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．１～１．５重量部が好ましい。前記オ
ニウム－アニオン塩（Ｂ１）が０．１重量部未満では、帯電防止性能の向上効果が十分で
はない場合がある。前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）は、０．２重量部以上が好ましく
、さらには０．５重量部以上であるのが好ましい。一方、前記オニウム－アニオン塩（Ｂ
１）が１．５重量部より多いと、耐久性や外観が十分ではなくなる場合がある。前記オニ
ウム－アニオン塩（Ｂ１）は、１．３重量部以下が好ましく、１．０重量部以下がより好
ましく、１．０重量部未満がさらに好ましい。前記オニウム－アニオン塩（Ｂ１）の割合
は、前記上限値又は下限値を採用して好ましい範囲を設定できる。
【００６２】
　また、前記の中でも、例えば、１－メチル－１－エチルピロリジニウムビス（トリフル
オロメタンスルホニル）イミドのように、固体であり、かつ分子が大きいものは、添加量
を１．５重量部より多くすると、粘着剤中で結晶化が起こってしまい外観不良が発生して
しまう場合があり、特に好ましくない。
【００６３】
　（３）アルカリ金属塩（Ｂ２）
　アルカリ金属塩（Ｂ２）としては、アルカリ金属の有機塩及び無機塩を用いることがで
きる。
【００６４】
　アルカリ金属塩（Ｂ２）のカチオン部を構成するアルカリ金属イオンとしては、リチウ
ム、ナトリウム、カリウムの各イオンが挙げられる。これらアルカリ金属イオンの中でも
リチウムイオンが好ましい。
【００６５】
　アルカリ金属塩のアニオン部は有機物で構成されていてもよく、無機物で構成されてい
てもよい。有機塩を構成するアニオン部としては、例えば、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯ
Ｏ－、ＣＨ３ＳＯ３

－、ＣＦ３ＳＯ３
－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、
Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（ＣＦ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３
－、ＰＦ６

－、ＣＯ３
２－、や下記一般式（１）～（４）、

（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、
で表わされるもの等が用いられる。特に、フッ素原子を含むアニオン部は、イオン解離性
の良いイオン化合物が得られることから好ましく用いられる。無機塩を構成するアニオン
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部としては、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＡｌＣｌ４
－、Ａｌ２Ｃｌ７

－、ＢＦ４
－、ＰＦ６

－、ＣｌＯ４
－、ＮＯ３

－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－、ＮｂＦ６
－、ＴａＦ６

－、（ＣＮ
）２Ｎ－、等が用いられる。アニオン部としては、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、（Ｃ２Ｆ５

ＳＯ２）２Ｎ－、等の前記一般式（１）で表わされる、（ペルフルオロアルキルスルホニ
ル）イミドが好ましく、特に（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、で表わされる（トリフルオロメタ
ンスルホニル）イミドが好ましい。
【００６６】
　アルカリ金属の有機塩としては、具体的には、酢酸ナトリウム、アルギン酸ナトリウム
、リグニンスルホン酸ナトリウム、トルエンスルホン酸ナトリウム、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、
Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ
、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ、ＫＯ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３Ｋ、ＬｉＯ３Ｓ（ＣＦ２）３

ＳＯ３Ｋ等が挙げられ、これらのうちＬｉＣＦ３ＳＯ３、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌ
ｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ等
が好ましく、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９

ＳＯ２）２Ｎ等のフッ素含有リチウムイミド塩がより好ましく、特に（ペルフルオロアル
キルスルホニル）イミドリチウム塩が好ましい。
【００６７】
　また、アルカリ金属の無機塩としては、過塩素酸リチウム、ヨウ化リチウムが挙げられ
る。
【００６８】
　本発明においては、上記アルカリ金属塩（Ｂ２）を１種単独で、又は２種以上を混合し
て用いることができる。
【００６９】
　本発明の粘着剤組成物におけるアルカリ金属塩（Ｂ２）の割合は、（メタ）アクリル系
ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．４～３．５重量部である。前記アルカリ金属
塩（Ｂ２）が０．４重量部未満では、本発明の粘着剤組成物から形成される粘着剤層表面
の表面抵抗値が高くなり、結果として白色ムラが発生してしまう場合があった。前記アル
カリ金属塩（Ｂ２）は、０．５重量部以上がより好ましい。一方、前記アルカリ金属塩（
Ｂ２）が３．５重量部より多いと、厳しい条件の加湿試験後における帯電防止性能の向上
効果が十分ではない。また、前記アルカリ金属塩（Ｂ２）が多いと、粘着剤組成物から形
成される粘着剤層と偏光フィルム等の被着体との界面付近にアルカリ金属塩（Ｂ２）が偏
析し、その結果、ハガレが生じる場合があり、信頼性や耐久性に劣るものであった。前記
アルカリ金属塩（Ｂ２）は、３．０重量部以下が好ましく、２．０重量部以下がより好ま
しい。前記アルカリ金属塩（Ｂ２）の割合は、前記上限値又は下限値を採用して好ましい
範囲を設定できる。
【００７０】
　また、前記アルカリ金属塩（Ｂ２）とオニウム－アニオン塩（Ｂ１）の重量比（Ｂ２／
Ｂ１）は、１．２～４であり、１．２～３．５であることが好ましく、１．２～３．０で
あることがより好ましい。前記重量比（Ｂ２／Ｂ１）が１．２未満であると、高レベルな
導電性能が得られず、重量比（Ｂ２／Ｂ１）が４を超えると、アルカリ金属塩の析出によ
る外観悪化や耐湿試験時の性能悪化が生じやすくなる。
【００７１】
　（４）チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）
　本発明の偏光フィルム用粘着剤組成物は、チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）を
含むことが好ましい。チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）は、導電性能に悪影響を
及ぼしにくいため、粘着剤層の導電性能を損なうことなく、被着体との接着耐久性を向上
できる。そのため、従来の帯電防止粘着剤組成物では解消できなかった大きな静電気が発
生した場合であっても白色ムラを抑えることができるものである。
【００７２】
　チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）としては、例えば、シロキサン骨格とメルカ
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プト基を有するものであればよく、例えば、Ｘ－４１－１８１０（商品名、メルカプト当
量：４５０ｇ／ｍｏｌ）、Ｘ－４１－１８０５（商品名、メルカプト当量：８００ｇ／ｍ
ｏｌ）、Ｘ－４１－１８１８（商品名、メルカプト当量：８５０ｇ／ｍｏｌ）（いずれも
信越化学工業(株)製）等を挙げることができ、これらを一種単独で又は二種以上を混合し
て使用することができる。また、これらの中でも、粘着剤層の急激な粘着力上昇をおさえ
て、被着体からリワークすることが可能な点から、Ｘ－４１－１８１０が好ましい。
【００７３】
　チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）のチオール基の含有量は、例えば、メルカプ
ト基の場合、メルカプト当量１０００ｇ／ｍｏｌ以下であることが好ましく、８５０ｇ／
ｍｏｌ以下であることがより好ましく、急激な粘着力上昇をおさえて被着体からリワーク
することが可能な点から、６５０ｇ／ｍｏｌ以下であることがより好ましい。また、メル
カプト当量の下限値は特に限定されるものではないが、例えば、１００ｇ／ｍｏｌ以上で
あることが好ましい。
【００７４】
　本発明の粘着剤組成物におけるチオール系シランカップリング剤（Ｃ１）の割合は、（
メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．００１～５重量部が好まし
い。前記チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）が０．００１重量部未満では、ガラス
及びＩＴＯ等の透明導電層表面に対する信頼性を向上することが困難である場合がある。
前記チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）は、０．０１重量部以上が好ましく、さら
には０．１重量部以上であるのが好ましい。一方、前記チオール系シランカップリング剤
（Ｃ１）が５重量部より多いと、粘着剤層の粘着力の上昇が過剰になるため、当該粘着剤
層を被着体からリワークすることが困難になる場合がある。前記チオール系シランカップ
リング剤（Ｃ１）は、４重量部以下が好ましく、３重量部以下が好ましく、２．５重量部
以下が好ましく、さらには２重量部以下であるのが好ましい。前記チオール系シランカッ
プリング剤（Ｃ１）の割合は、前記上限値又は下限値を採用して好ましい範囲を設定でき
る。
【００７５】
　（５）その他
　本発明の粘着剤組成物には、前記以外にも、架橋剤（Ｄ）を含有することできる。架橋
剤（Ｄ）としては、有機系架橋剤や多官能性金属キレートを用いることができる。有機系
架橋剤としては、イソシアネート系架橋剤、過酸化物系架橋剤、エポキシ系架橋剤、イミ
ン系架橋剤等が挙げられる。多官能性金属キレートは、多価金属が有機化合物と共有結合
又は配位結合しているものである。多価金属原子としては、Ａｌ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｃ
ｕ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｖ、Ｚｎ、Ｉｎ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｍｎ、Ｙ、Ｃｅ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｍｏ、Ｌ
ａ、Ｓｎ、Ｔｉ等が挙げられる。共有結合又は配位結合する有機化合物中の原子としては
酸素原子等が挙げられ、有機化合物としてはアルキルエステル、アルコール化合物、カル
ボン酸化合物、エーテル化合物、ケトン化合物等が挙げられる。
【００７６】
　架橋剤（Ｄ）としては、イソシアネート系架橋剤及び過酸化物形架橋剤からなる群から
選択される１種以上の架橋剤が好ましく、イソシアネート系架橋剤と過酸化物形架橋剤を
併用して用いることがより好ましい。イソシアネート系架橋剤に係る化合物としては、例
えば、トリレンジイソシアネート、クロルフェニレンジイソシアナート、テトラメチレン
ジイソシアナート、キシリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、
水添されたジフェニルメタンジイソシアネート等のイソシアネートモノマー及びこれらイ
ソシアネートモノマーをトリメチロールプロパン等と付加したイソシアネート化合物やイ
ソシアヌレート化物、ビュレット型化合物、さらにはポリエーテルポリオールやポリエス
テルポリオール、アクリルポリオール、ポリブタジエンポリオール、ポリイソプレンポリ
オール等付加反応させたウレタンプレポリマー型のイソシアネート等を挙げることができ
る。特に好ましくは、ポリイソシアネート化合物であり、ヘキサメチレンジイソシアネー
ト、水添キシリレンジイソシアネート、及びイソホロンジイソシアネートからなる群より



(17) JP 6231036 B2 2017.11.15

10

20

30

40

50

選択される1種又はそれに由来するポリイソシアネート化合物である。ここで、ヘキサメ
チレンジイソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート、及びイソホロンジイソシア
ネートからなる群より選択される1種又はそれに由来するポリイソシアネート化合物には
、ヘキサメチレンジイソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート、イソホロンジイ
ソシアネート、ポリオール変性ヘキサメチレンジイソシアネート、ポリオール変性水添キ
シリレンジイソシアネート、トリマー型水添キシリレンジイソシアネート、及びポリオー
ル変性イソホロンジイソシアネート等が含まれる。例示したポリイソシアネート化合物は
、水酸基との反応が、特にポリマーに含まれる酸、塩基を触媒のようにして、迅速に進む
ため、特に架橋の早さに寄与し、好ましい。
【００７７】
　過酸化物としては、加熱又は光照射によりラジカル活性種を発生して粘着剤組成物のベ
ースポリマーの架橋を進行させるものであれば適宜使用可能であるが、作業性や安定性を
勘案して、１分間半減期温度が８０℃～１６０℃である過酸化物を使用することが好まし
く、９０℃～１４０℃である過酸化物を使用することがより好ましい。
【００７８】
　用いることができる過酸化物としては、たとえば、ジ（２－エチルヘキシル）パーオキ
シジカーボネート（１分間半減期温度：９０．６℃）、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシ
ル）パーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．１℃）、ジ－ｓｅｃ－ブチル
パーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．４℃）、ｔ－ブチルパーオキシネ
オデカノエート（１分間半減期温度：１０３．５℃）、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレー
ト（１分間半減期温度：１０９．１℃）、ｔ－ブチルパーオキシピバレート（１分間半減
期温度：１１０．３℃）、ジラウロイルパーオキシド（１分間半減期温度：１１６．４℃
）、ジ－ｎ－オクタノイルパーオキシド（１分間半減期温度：１１７．４℃）、１，１，
３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート（１分間半減期温度
：１２４．３℃）、ジ（４－メチルベンゾイル）パーオキシド（１分間半減期温度：１２
８．２℃）、ジベンゾイルパーオキシド（１分間半減期温度：１３０．０℃）、ｔ－ブチ
ルパーオキシイソブチレート（１分間半減期温度：１３６．１℃）、１，１－ジ（ｔ－ヘ
キシルパーオキシ）シクロヘキサン（１分間半減期温度：１４９．２℃）等が挙げられる
。なかでも特に架橋反応効率が優れることから、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パ
ーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．１℃）、ジラウロイルパーオキシド
（１分間半減期温度：１１６．４℃）、ジベンゾイルパーオキシド（１分間半減期温度：
１３０．０℃）等が好ましく用いられる。
【００７９】
　なお、過酸化物の半減期とは、過酸化物の分解速度を表す指標であり、過酸化物の残存
量が半分になるまでの時間をいう。任意の時間で半減期を得るための分解温度や、任意の
温度での半減期時間に関しては、メーカーカタログ等に記載されており、たとえば、日本
油脂（株）「有機過酸化物カタログ第９版（２００３年５月）」等に記載されている。
【００８０】
　架橋剤（Ｄ）の使用量は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、
０．０１～２０重量部が好ましく、さらには０．０３～１０重量部が好ましい。なお、架
橋剤（Ｄ）が０．０１重量部未満では、粘着剤の凝集力が不足する傾向があり、加熱時に
発泡が生じるおそれがあり、一方、２０重量部より多いと、耐湿性が十分ではなく、信頼
性試験等で剥がれが生じやすくなる。
【００８１】
　上記イソシアネート系架橋剤は１種を単独で使用してもよく、また２種以上を混合して
使用してもよいが、全体としての含有量は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１０
０重量部に対し、前記イソシアネート系架橋剤を０．０１～２重量部含有してなることが
好ましく、０．０２～２重量部含有してなることがより好ましく、０．０５～１．５重量
部含有してなることがさらに好ましい。凝集力、耐久性試験での剥離の阻止等を考慮して
適宜含有させることが可能である。
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【００８２】
　前記過酸化物は１種を単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい
が、全体としての含有量は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対し
、前記過酸化物０．０１～２重量部であり、０．０４～１．５重量部含有してなることが
好ましく、０．０５～１重量部含有してなることがより好ましい。加工性、リワーク性、
架橋安定性、剥離性等の調整のために、この範囲内で適宜選択される。
【００８３】
　なお、反応処理後の残存した過酸化物分解量の測定方法としては、たとえば、ＨＰＬＣ
（高速液体クロマトグラフィー）により測定することができる。
【００８４】
　より具体的には、たとえば、反応処理後の粘着剤組成物を約０．２ｇずつ取り出し、酢
酸エチル１０ｍｌに浸漬し、振とう機で２５℃下、１２０ｒｐｍで３時間振とう抽出した
後、室温で３日間静置する。次いで、アセトニトリル１０ｍｌ加えて、２５℃下、１２０
ｒｐｍで３０分振とうし、メンブランフィルター（０．４５μｍ）によりろ過して得られ
た抽出液約１０μｌをＨＰＬＣに注入して分析し、反応処理後の過酸化物量とすることが
できる。
【００８５】
　さらに、本発明の粘着剤組成物には、アセトアセチル基含有シランカップリング剤（Ｃ
２）を含むことが耐久性の向上の観点から好ましい。アセトアセチル基含有シランカップ
リング剤（Ｃ２）としては、綜研化学（株）製のＡ－１００（商品名）等を挙げることが
できる。
【００８６】
　前記シランカップリング剤（Ｃ２）は、単独で使用してもよく、また２種以上を混合し
て使用してもよいが、全体としての含有量は前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１０
０重量部に対し、前記シランカップリング剤（Ｃ２）０．００１～５重量部が好ましく、
さらには０．０１～１重量部が好ましく、さらには０．０２～１重量部がより好ましく、
さらには０．０５～０．６重量部が好ましい。耐久性を向上させ、偏光フィルムへの接着
力を適度に保持する量である。
【００８７】
　前記シランカップリング剤（Ｃ２）と前記チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）と
の割合は特に限定されるものではないが、（Ｃ２）／（Ｃ１）の重量比が、０．１～２程
度であることが好ましく、０．１～１程度であることがより好ましく、０．２～０．６程
度であることがさらに好ましい。前記シランカップリング剤（Ｃ２）と前記チオール系シ
ランカップリング剤（Ｃ１）との配合割合が、前記範囲にあることで、本発明の粘着剤組
成物から形成される粘着剤層を被着体に貼付した場合に、貼付初期において被着体から粘
着剤層をリワークすることが可能であり、さらに、経時での粘着力耐久性を付与すること
ができるため好ましい。
【００８８】
　また、本発明の粘着剤組成物には、チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）、アセト
アセチル基含有シランカップリング剤（Ｃ２）以外のシランカップリング剤を含有するこ
ともでき、例えば、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプ
ロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、２－（
３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等のエポキシ基含有シラン
カップリング剤、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－
３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－トリエトキシシリル－Ｎ－（１，３－
ジメチルブチリデン）プロピルアミン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリメトキシ
シラン等のアミノ基含有シランカップリング剤、３－アクリロキシプロピルトリメトキシ
シラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン等の（メタ）アクリル基含有シ
ランカップリング剤、３－イソシアネートプロピルトリエトキシシラン等のイソシアネー
ト基含有シランカップリング剤等が挙げられる。これらの添加量としては、特に限定され
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るものではなく、本発明の効果を損なわない範囲で添加できるが、例えば、前記（メタ）
アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対し、０．２重量部未満であることが好ましく
、本発明においては添加しない方が好ましい。
【００８９】
　さらに本発明の粘着剤組成物には、その他の公知の添加剤を含有していてもよく、たと
えば、ポリプロピレングリコール等のポリアルキレングリコールのポリエーテル化合物、
着色剤、顔料等の粉体、染料、界面活性剤、可塑剤、粘着性付与剤、表面潤滑剤、レベリ
ング剤、軟化剤、酸化防止剤、老化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、重合禁止剤、無機
又は有機の充填剤、金属粉、粒子状、箔状物等を使用する用途に応じて適宜添加すること
ができる。また、制御できる範囲内で、還元剤を加えてのレドックス系を採用してもよい
。
【００９０】
　２．偏光フィルム用粘着剤層
　本発明の偏光フィルム用粘着剤層は、前記偏光フィルム用粘着剤組成物から形成される
ことを特徴とする。
【００９１】
　粘着剤層を形成する方法としては、例えば、前記粘着剤組成物を剥離処理したセパレー
タ等に塗布し、重合溶剤等を乾燥除去して粘着剤層を形成する方法を挙げることができる
。また、後述する偏光フィルムに前記粘着剤組成物を塗布し、重合溶剤等を乾燥除去して
粘着剤層を偏光フィルムに形成する方法等により作製することもできる。なお、粘着剤組
成物の塗布にあたっては、適宜に、重合溶剤以外の一種以上の溶剤を新たに加えてもよい
。
【００９２】
　剥離処理したセパレータとしては、シリコーン剥離ライナーが好ましく用いられる。こ
のようなライナー上に本発明の粘着剤組成物を塗布、乾燥させて粘着剤層を形成する場合
、粘着剤を乾燥させる方法としては、目的に応じて、適宜、適切な方法が採用され得る。
好ましくは、上記塗布膜を加熱乾燥する方法が用いられる。加熱乾燥温度は、好ましくは
４０℃～２００℃であり、さらに好ましくは、５０℃～１８０℃であり、特に好ましくは
７０℃～１７０℃である。加熱温度を上記の範囲とすることによって、優れた粘着特性を
有する粘着剤を得ることができる。
【００９３】
　乾燥時間は、適宜、適切な時間が採用され得る。上記乾燥時間は、好ましくは５秒～２
０分、さらに好ましくは５秒～１０分、特に好ましくは、１０秒～５分である。
【００９４】
　前記粘着剤組成物の塗布方法としては、各種方法が用いられる。具体的には、例えば、
ロールコート、キスロールコート、グラビアコート、リバースコート、ロールブラッシュ
、スプレーコート、ディップロールコート、バーコート、ナイフコート、エアーナイフコ
ート、カーテンコート、リップコート、ダイコーター等による押出しコート法等の方法が
挙げられる。
【００９５】
　粘着剤層の厚さは、特に制限されず、例えば、１～１００μｍ程度である。好ましくは
、２～５０μｍ、より好ましくは２～４０μｍであり、さらに好ましくは、５～３５μｍ
である。
【００９６】
　３．粘着剤層付偏光フィルム
　本発明の粘着剤層付偏光フィルムは、偏光フィルムと、当該偏光フィルムに設けられた
粘着剤層を有し、
　前記偏光フィルムは、偏光子の片側にのみ透明保護フィルムを有し、前記粘着剤層は、
前記偏光子の前記透明保護フィルムを有さない面に設けられており、かつ、
　前記粘着剤層が、本発明の偏光フィルム用粘着剤層であることを特徴とする。
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【００９７】
　粘着剤層を形成する方法としては、前述の通りである。
【００９８】
　本発明の粘着剤層付偏光フィルムは、粘着剤層を剥離処理したセパレータ等上に形成し
た場合、当該セパレーター上の粘着剤層を偏光フィルムの透明保護フィルムを有さない面
に転写することで形成することができる。また、偏光フィルムの透明保護フィルムを有さ
ない面に前記粘着剤組成物を塗布し、重合溶剤等を乾燥除去して粘着剤層を偏光フィルム
に形成する方法によっても作製される。
【００９９】
　また、前記偏光フィルムの粘着剤組成物を塗布する表面（偏光フィルムの透明保護フィ
ルムを有さない面）に、アンカー層を形成したり、コロナ処理、プラズマ処理等の各種易
接着処理を施した後に粘着剤層を形成することができる。また、粘着剤層の表面には易接
着処理をおこなってもよい。
【０１００】
　前記粘着剤層付偏光フィルムの粘着剤層が露出する場合には、実用に供されるまで剥離
処理したシート（セパレータ）で粘着剤層を保護してもよい。
【０１０１】
　セパレータの構成材料としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエステルフィルム等のプラスチックフィルム、紙、布、不織布等
の多孔質材料、ネット、発泡シート、金属箔、及びこれらのラミネート体等の適宜な薄葉
体等を挙げることができるが、表面平滑性に優れる点からプラスチックフィルムが好適に
用いられる。
【０１０２】
　そのプラスチックフィルムとしては、前記粘着剤層を保護し得るフィルムであれば特に
限定されず、例えば、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィ
ルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチルペンテンフイルム、ポリ塩化ビニルフィルム
、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテ
レフタレートフィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルム
等が挙げられる。
【０１０３】
　前記セパレータの厚みは、通常５～２００μｍ、好ましくは５～１００μｍ程度である
。前記セパレータには、必要に応じて、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル系もしく
は脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉等による離型及び防汚処理や、塗布型、練り込み型
、蒸着型等の帯電防止処理もすることもできる。特に、前記セパレータの表面にシリコー
ン処理、長鎖アルキル処理、フッ素処理等の剥離処理を適宜おこなうことにより、前記粘
着剤層からの剥離性をより高めることができる。
【０１０４】
　なお、上記の粘着剤層付偏光フィルムの作製にあたって用いた、剥離処理したシートは
、そのまま粘着剤層付偏光フィルムのセパレータとして用いることができ、工程面におけ
る簡略化ができる。
【０１０５】
　偏光フィルムは、偏光子の片側にのみ透明保護フィルムを有するものが用いられる。
【０１０６】
　偏光子は、特に限定されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、例えば、ポリ
ビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチ
レン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や
二色性染料の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水処
理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。これら
の中でも、ポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光子が
好ましく、ヨウ素及び／又はヨウ素イオンを含有するヨウ素系偏光子がより好ましい。ま
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た、これらの偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に５～８０μｍ程度である。
【０１０７】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、例えば、ポ
リビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍に
延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を含
んでいても良いヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応じ
て染色前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビニル
アルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れやブ
ロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルムを膨
潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色した
後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸してからヨウ素で染色し
ても良い。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液や水浴中でも延伸することができる。
【０１０８】
　また、本発明においては、厚みが１０μｍ以下の薄型偏光子も用いることができる。薄
型化の観点から言えば当該厚みは１～７μｍであるのが好ましい。このような薄型の偏光
子は、厚みムラが少なく、視認性が優れており、また寸法変化が少ないため耐久性に優れ
、さらには偏光フィルムとしての厚みも薄型化が図れる点が好ましい。
【０１０９】
　薄型の偏光子としては、代表的には、特開昭５１－０６９６４４号公報や特開２０００
－３３８３２９号公報や、国際公開第２０１０／１００９１７号パンフレット、国際公開
第２０１０／１００９１７号パンフレット、または特許４７５１４８１号明細書や特開２
０１２－０７３５６３号公報に記載されている薄型偏光膜を挙げることができる。これら
薄型偏光膜は、ポリビニルアルコール系樹脂（以下、ＰＶＡ系樹脂ともいう）層と延伸用
樹脂基材を積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法により得ることができ
る。この製法であれば、ＰＶＡ系樹脂層が薄くても、延伸用樹脂基材に支持されているこ
とにより延伸による破断などの不具合なく延伸することが可能となる。
【０１１０】
　前記薄型偏光膜としては、積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法の中
でも、高倍率に延伸できて偏光性能を向上させることのできる点で、国際公開第２０１０
／１００９１７号パンフレット、国際公開第２０１０／１００９１７号パンフレット、ま
たは特許４７５１４８１号明細書や特開２０１２－０７３５６３号公報に記載のあるよう
なホウ酸水溶液中で延伸する工程を含む製法で得られるものが好ましく、特に特許４７５
１４８１号明細書や特開２０１２－０７３５６３号公報に記載のあるホウ酸水溶液中で延
伸する前に補助的に空中延伸する工程を含む製法により得られるものが好ましい。
【０１１１】
　透明保護フィルムを構成する材料としては、例えば透明性、機械的強度、熱安定性、水
分遮断性、等方性等に優れる熱可塑性樹脂が用いられる。このような熱可塑性樹脂の具体
例としては、トリアセチルセルロース等のセルロース樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエー
テルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイ
ミド樹脂、ポリオレフィン樹脂、（メタ）アクリル樹脂、環状ポリオレフィン樹脂（ノル
ボルネン系樹脂）、ポリアリレート樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂
、及びこれらの混合物が挙げられる。透明保護フィルム中には任意の適切な添加剤が１種
類以上含まれていてもよい。添加剤としては、例えば、紫外線吸収剤、酸化防止剤、滑剤
、可塑剤、離型剤、着色防止剤、難燃剤、核剤、帯電防止剤、顔料、着色剤等が挙げられ
る。透明保護フィルム中の上記熱可塑性樹脂の含有量は、好ましくは５０～１００重量％
、より好ましくは５０～９９重量％、さらに好ましくは６０～９８重量％、特に好ましく
は７０～９７重量％である。透明保護フィルム中の上記熱可塑性樹脂の含有量が５０重量
％以下の場合、熱可塑性樹脂が本来有する高透明性等が十分に発現できないおそれがある
。
【０１１２】
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　前記偏光子の片側には、透明保護フィルムが接着剤層により貼り合わされる。偏光子と
透明保護フィルムとの接着処理には、接着剤が用いられる。接着剤としては、イソシアネ
ート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤、ゼラチン系接着剤、ビニル系ラテックス
系、水系ポリエステル等を例示できる。前記接着剤は、通常、水溶液からなる接着剤とし
て用いられ、通常、０．５～６０重量％の固形分を含有してなる。上記の他、偏光子と透
明保護フィルムとの接着剤としては、紫外硬化型接着剤、電子線硬化型接着剤等が挙げら
れる。電子線硬化型偏光フィルム用接着剤は、上記各種の透明保護フィルムに対して、好
適な接着性を示す。また本発明で用いる接着剤には、金属化合物フィラーを含有させるこ
とができる。
【０１１３】
　３．画像表示装置
　本発明は、前記粘着剤層付偏光フィルムを少なくとも１つ用いたことを特徴とする画像
表示装置に関する。
【０１１４】
　本発明の粘着剤層付偏光フィルムは、液晶表示装置等の各種画像表示装置の形成等に好
ましく用いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すなわち液
晶表示装置は一般に、液晶セル等の表示パネルと粘着剤層付偏光フィルム、及び必要に応
じての照明システム等の構成部品を適宜に組み立てて駆動回路を組み込むこと等により形
成されるが、本発明においては本発明による粘着剤層付偏光フィルムを用いる点を除いて
特に限定は無く、従来に準じうる。液晶セルについても、例えばＴＮ型やＳＴＮ型、π型
、ＶＡ型、ＩＰＳ型等の任意なタイプ等の任意なタイプのものを用いうる。
【０１１５】
　液晶セル等の表示パネルの片側又は両側に粘着剤層付偏光フィルムを配置した液晶表示
装置や、照明システムにバックライトあるいは反射板を用いたもの等の適宜な液晶表示装
置を形成することができる。その場合、本発明による粘着剤層付偏光フィルムは液晶セル
等の表示パネルの片側又は両側に設置することができる。両側に光学フィルムを設ける場
合、それらは同じものであっても良いし、異なるものであっても良い。さらに、液晶表示
装置の形成に際しては、例えば拡散層、アンチグレア層、反射防止膜、保護板、プリズム
アレイ、レンズアレイシート、光拡散シート、バックライト等の適宜な部品を適宜な位置
に１層又は２層以上配置することができる。
【実施例】
【０１１６】
　以下に、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって
限定されるものではない。なお、各例中の部及び％はいずれも重量基準である。以下に特
に規定のない室温放置条件は全て２３℃６５％ＲＨである。
【０１１７】
　製造例１（アクリル系ポリマー（Ａ－１）の調製）
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器を備えた４つ口フラスコに、ブチルアクリ
レート９９部及びアクリル酸４－ヒドロキシブチル１部を含有するモノマー混合物を仕込
んだ。さらに、前記モノマー混合物（固形分）１００部に対して、重合開始剤として２，
２´－アゾビスイソブチロニトリル０．１部を酢酸エチルと共に仕込み、緩やかに攪拌し
ながら窒素ガスを導入して窒素置換した後、フラスコ内の液温を６０℃付近に保って７時
間重合反応を行った。その後、得られた反応液に、酢酸エチルを加えて、固形分濃度３０
％に調整した、重量平均分子量１４０万のアクリル系ポリマー（Ａ－１）の溶液を調製し
た。
【０１１８】
　得られた（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の重量平均分子量は、以下の方法により測
定した。
＜（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の重量平均分子量の測定＞
　（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエーシ



(23) JP 6231036 B2 2017.11.15

10

20

30

40

50

ョン・クロマトグラフィー）により測定した。
・分析装置：東ソー社製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ
・カラム：東ソー社製、Ｇ７０００ＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ

・カラムサイズ：各７．８ｍｍφ×３０ｃｍ　計９０ｃｍ
・カラム温度：４０℃
・流量：０．８ｍｌ／ｍｉｎ
・注入量：１００μｌ
・溶離液：テトラヒドロフラン
・検出器：示差屈折計（ＲＩ）
・標準試料：ポリスチレン
【０１１９】
　製造例２（薄型偏光フィルムの作製）
　薄型偏光層を作製するため、まず、非晶性ＰＥＴ基材に９μｍ厚のＰＶＡ層が製膜され
た積層体を延伸温度１３０℃の空中補助延伸によって延伸積層体を生成し、次に、延伸積
層体を染色によって着色積層体を生成し、さらに着色積層体を延伸温度６５℃のホウ酸水
中延伸によって総延伸倍率が５．９４倍になるように非晶性ＰＥＴ基材と一体に延伸され
た４μｍ厚のＰＶＡ層を含む光学フィルム積層体を生成した。このような２段延伸によっ
て非晶性ＰＥＴ基材に製膜されたＰＶＡ層のＰＶＡ分子が高次に配向され、染色によって
吸着されたヨウ素がポリヨウ素イオン錯体として一方向に高次に配向された高機能偏光層
を構成する、厚さ４μｍのＰＶＡ層を含む光学フィルム積層体を生成することができた。
更に、当該光学フィルム積層体の偏光層の表面にポリビニルアルコール系接着剤を塗布し
ながら、けん化処理した４０μｍ厚のトリアセチルセルロースフィルムを貼合せたのち、
非晶性ＰＥＴ基材を剥離して、薄型偏光層を用いた薄型偏光フィルムを作製した。
【０１２０】
　実施例１
　（粘着剤組成物の調製）
　製造例１で得られたアクリル系ポリマー（Ａ－１）溶液の固形分１００部に対して、オ
ニウム－アニオン塩（Ｂ１）として、エチルメチルピロリジニウム－ビス（トリフルオロ
メタンスルホニル）イミド（東京化成工業（株）製）０．7部、アルカリ金属塩（Ｂ２）
として、リチウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（三菱マテリアル電子化
成（株）製）１部を配合し、さらに、架橋剤（Ｄ）として、トリメチロールプロパンキシ
リレンジイソシアネート（商品名：タケネートＤ１１０Ｎ、三井化学（株）製）０．０９
５部と、ジベンゾイルパーオキサイド（商品名：ナイパーＢＭＴ４０ＳＶ、日本油脂（株
）製）０．３部、チオール系シランカップリング剤（Ｃ１）として、メチル基及びメルカ
プト基含有アルコキシシリル樹脂（商品名：Ｘ－４１－１８１０、信越化学工業（株）製
）０．２部、アセトアセチル基含有シランカップリング剤（Ｃ２）として、アセトアセチ
ル基含有シランカップリング剤（商品名：Ａ－１００、綜研化学（株）製）０．２部を配
合して、アクリル系粘着剤溶液を調製した。
【０１２１】
　（粘着剤層付偏光フィルムの作製）
　次いで、上記アクリル系粘着剤溶液を、シリコーン系剥離剤で処理されたポリエチレン
テレフタレートフィルム（セパレータフィルム）の表面に、ファウンテンコータで均一に
塗工し、１５５℃の空気循環式恒温オーブンで２分間乾燥し、セパレータフィルムの表面
に厚さ２０μｍの粘着剤層を形成した。次いで、製造例２で作製した薄型偏光フィルムの
偏光子の偏光層の側に、セパレータフィルム上に形成した粘着剤層を転写して、粘着剤層
付偏光フィルムを作製した。
【０１２２】
　実施例２～１０、比較例１～１１
　実施例１において、粘着剤組成物の調製にあたり、オニウム－アニオン塩（Ｂ１）、ア
ルカリ金属塩（Ｂ２）の添加量、及びシランカップリング剤の種類とその添加量を表１に
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た。
【０１２３】
　上記実施例及び比較例で得られた、粘着剤層付偏光フィルムについて以下の評価を行っ
た。評価結果を表１に示す。
【０１２４】
　＜表面抵抗値＞
　実施例、比較例で得られた粘着剤層付偏光フィルムのセパレータフィルムを剥がした後
、粘着剤表面の表面抵抗値（Ω／□）を（株）三菱化学アナリテック製、ＭＣＰ－ＨＴ４
５０を用いて測定した。表面抵抗値は、１．０×１０１１Ω／□未満であるのが好ましく
、９．０×１０１０Ω／□以下であるのが好ましく、５．０×１０１０Ω／□以下である
のがより好ましい。
【０１２５】
　＜液晶パネルの白色消失時間＞
　実施例、比較例で得られた粘着剤層付偏光フィルムを１００ｍｍ×１００ｍｍの大きさ
に切断し、液晶パネルに貼り付けた。このパネルを１００００ｃｄの輝度を持つバックラ
イト上に置き、静電気発生装置であるＥＳＤ（ＥＳＤ－８０１２Ａ、ＳＡＮＫＩ社製）を
用いて、５ｋＶ、１５ｋＶの静電気を発生させることで液晶の配向乱れを起こした。その
配向不良による表示不良の回復時間（秒）を、瞬間マルチ測光検出器（ＭＣＰＤ－３００
０、大塚電子（株）製）を用いて測定した。表示不良の回復時間は、５ｋＶ、１５ｋＶの
いずれの場合も１０秒以下であることが好ましく、５秒以下であることがより好ましい。
【０１２６】
　＜接着耐久性＞
　実施例、比較例で得られた粘着剤層付偏光フィルムのセパレータフィルムを剥がし、厚
さ０．７ｍｍの無アルカリガラス（コーニング社製、１７３７）にラミネーターを用いて
貼着した。次いで、５０℃、５ａｔｍで、１５分間のオートクレーブ処理を行って、上記
粘着剤層付偏光フィルムを完全に無アルカリガラスに密着させた。次いで、これを、８５
℃の加熱オーブン（加熱）及び６０℃／９５％ＲＨの恒温恒湿機（加湿）の条件下にそれ
ぞれ投入して、５００時間後の偏光フィルムの剥がれの有無を、下記基準で評価した。ま
た、上記無アルカリガラスをＩＴＯガラス（商品名：ＩＴ２０－Ｎ－ＥＳ１６０－６０、
ジオマテック(株)製）に変更し、同様の評価を行った。
　◎：全く剥がれが認められなかった。
　○：目視では確認できない程度の剥がれが認められた。
　△：目視で確認できる小さな剥がれが認められた。
　×：明らかな剥がれが認められた。
【０１２７】
　＜外観＞
　実施例、比較例で得られた粘着剤層付偏光フィルムについて、目視で結晶の析出の有無
を確認し、以下の評価基準にて評価した。評価結果を表１に示す。
　○：結晶の析出が認められなかった。
　×：結晶が析出しているのが認められた。
【０１２８】
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【０１２９】
　表１中、
（Ｃ２）は、アセトアセチル基含有シランカップリング剤（商品名：Ａ－１００、綜研化
学（株）製）、
（Ｃ３）は、γ－グリシドキシプロピルメトキシシラン（商品名：ＫＢＭ－４０３、信越
化学工業（株）製）、
（Ｃ４）は、エポキシ基含有シランカップリング剤（商品名：Ｘ－４１－１０５６、信越
化学工業（株）製）、
を示す。
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